
別紙３ 
地下水採取基準水量 

記載例
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１ 建築物用用途に利用する地下水標準採取量（m3） 
事務所部分の床面積 10,000 m2，量販店部分の床面積 5,000 m2 

冷房用途の地下水標準採取量：年間使用日数が 90日 

0.5×(10,000＋5,000)×90＝675,000（ ） 

暖房用途の地下水標準採取量：蒸気ボイラーの換算蒸発量 1,000kg/h，稼働率が 40%，１日使

用時間 10時間，補給水量蒸発量の２％，年間暖房使用日数 150

日 

1000×0.4×10×0.02×150＝12,000（ ） 

トイレ用途の地下水標準採取量：年間使用日数が 300 日 

(1.3×10,000＋4.5×５,000)×300＝10,650,000（ ） 

洗車用途の地下水標準採取量：洗車台数１日 10台，年間 150 日洗車 

130.0×10×150＝195,000（ ） 

  地下水標準採取量＝(675,000＋12,000＋10,650,000＋195,000)／1,000 

          ＝１１，５３２（m3） 

 
２ 建築物用用途以外の地下水節水量（m3） 
事務所の床面積 10,000 m2，量販店部分の床面積 5,000 m2 

１日の標準使用水量：4.4×10,000＋12.1×5,000＝104,500（ ） 

建築物用用途以外の用途の地下水使用量：雑用水用途に１日当たり 3m3 ＝3,000（ ） 

  建築物用用途以外の用途の地下水節水量：年間使用日数が 300日 

(104,500－3,000)×300×0.5／1,000＝１５，２２５（m3） 

 
３ 地下水かん養水量（m3） 
浸透ます及び浸透性排水管のかん養水量 

別添図より，雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）1,700 m2，火山灰質，Ｗ＝Ｌ

＝0.8ｍ，Ｈ＝0.7ｍの浸透ますが３個， 

Ｗ＝Ｈ＝0.6ｍ，Ｌ＝40ｍの浸透トレンチで接続。 

浸透ます３個分の設計浸透量 

Ｑ11 ＝0.01×0.002×｛0.8×0.8＋2×0.7×(0.8＋0.8)＋π×(0.7)
2｝×0.4×3 

     ＝0.0001（m3／s） 

浸透トレンチ分の設計浸透量 

Ｑ12＝0.01×0.002×（0.6＋2×0.6）×40×0.9＝0.0013（m
3／s） 

合計の設計浸透量：Ｑ1＝0.0001＋0.0013＝0.0014（m
3／s） 

日降雨対応浸透能力：Ｑ2＝（0.0014／1,700）×3,600×24×1,000＝71（㎜／日） 

Ｑ2＞30 ㎜／日よりＱ3＝0.9m
3 

浸透ます及び浸透性排水管のかん養水量＝0.9×1,700＝１，５３０（m3） 

還元井戸のかん養水量：井戸の概要は別添図の通り 

   年間還元水量１，５３８（m3） 

 

緑地のかん養水量：緑地面積 640m2 

緑地のかん養水量＝640×0.54＝３４６（m3） 

  地下水かん養水量＝1,530＋1,538＋346＝３，４１４（m3） 

 

４ 建築物用用途の再利用水量（m3） 
  なし 

 
５ 地下水採取基準水量（１～４の合計）（m3） 
  Ｘ＝１１，５３２＋１５，２２５＋３，４１４ 

   ＝３０，１７１（m3） 



地下水採取基準水量 
（様式２２－別紙３，条例１０９～１１２条） 

札幌市生活環境の確保に関する条例第１０８条では，「規則で定める用途に地下水を利用する場合は，

規則で定める地下水採取基準を遵守しなければならない。」としています。 

規則で定める用途とは，「冷房設備，暖房設備，水洗便所，自動車車庫に設けられた洗車設備の用に

供する用途（以下建築物用用途という。）」（規則第５６条）となっており，規則第５７条，別表１０で

建築物用用途に地下水を利用する者は，算出する地下水採取基準量の範囲内で採取するものとしてい

ます。 

 

 

地下水採取基準量は，１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量，１年間当

たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量，１年間当たりの地下水かん養水量，

１年間当たりの建築物用用途の再利用水量のそれぞれを算出した合計となります。この基準は，１年

間の建築物用用途に利用する地下水の採取量に適用されます。 

様式２２の別紙３の地下水採取基準に係る地下水採取量を記入する欄には，算出根拠が分かるよう

計算過程も記入するようにしてください。 

 

※次の方法 

 次ページ以降の１～４をご覧ください。 

別表１０ 

 

建築物用用途に地下水を利用する者は，次の方法※により算出する水量の基準の範囲内で当該用

途のために地下水を採取するものとする。 

 

１年間当たりの地下水を採取する基準となる水量（Ｘ（m3））（以下「地下水採取基準水量」とい

う。）の算出方法。 

 

Ｘ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 

 

この式において，Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ａ １年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量（m3） 

Ｂ １年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量（m3） 

Ｃ １年間当たりの地下水かん養水量（m3） 

Ｄ １年間当たりの建築物用用途の再利用水量（m3） 
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１ １年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量 

（１）１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量（Ａ（m3））は，次の算式に

より求めるものとする。 

Ａ＝（Ａ11×Ａ21+Ａ12×Ａ22＋Ａ13×Ａ23＋Ａ14×Ａ24）／1,000 

この式において，Ａ11，Ａ12，Ａ13，Ａ14，Ａ21，Ａ22，Ａ23及びＡ24は，それぞれ次の値を表す

ものとし，Ａ11及びＡ13は付表１により算出する。 

Ａ11 １日当たりの冷房設備の用に供する用途（以下「冷房用途」という。）に利用する地下水

に係る標準採取量（ ） 

Ａ12 １日当たりの暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量（ ） 

使用機器に規定されている補給水量を参考に，暖房方式，運転時間等を考慮して算出する。 

Ａ13 １日当たりの水洗便所の用に供する用途（以下「トイレ用途」という。）に利用する地下

水に係る標準採取量（ ） 

Ａ14 １日当たりの自動車車庫に設けられた洗車設備の用に供する用途に利用する地下水に係

る標準採取量（ ） 

130.0 に１日当たりの洗車台数を乗じて算出する。 

Ａ21 １年間に冷房設備を使用する日数（日） 

Ａ22 １年間に暖房設備を使用する日数（日） 

Ａ23 １年間に水洗便所を使用する日数（日） 

Ａ24 １年間に洗車設備を使用する日数（日） 

 

 

付表１ １日当たりの冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量              （単位： ）

1m2当たり 1 人当たり その他の単位(( )内)当たり建物の種類 
冷房 トイレ 冷房 トイレ 冷房 トイレ

事務所・庁舎 0.5 1.3 9.3  25.6   

百貨店・量販店 0.5 4.5 12.0 123.0   

駅ビル・地下街 0.9 9.3 18.0 184.5   

ホテル・旅館 0.7 2.7 34.5 132.0   

映画館 1.4 5.9    3.6（席）  15.1（席）

劇場 0.7 2.2    3.9（席）  12.1（席）

保育所･幼稚園･小学校 0.5 3.9   19.2   

中学校 0.5 4.2   20.7   

高等学校以上 0.5 2.5   34.2   

病院 0.5 4.2 22.0 198.0 22.0（床） 198.0（床）

集合住宅 0.5      65.0（戸）

単身者用集合住宅・独身寮 0.5      26.8（戸）

 

 



 
35

注１ １日当たりの冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量は，上記の建物の種類に応じた１m2

当たりの標準採取量に延べ床面積（駐車場部分を除く。）（m2）を乗じて算出する。ただし，これ

により難い場合は，次の方法により算出する。 

(1) １人当たり標準採取量に従業員等の人員（客数は含まないものとし，ホテル・旅館にあっ

ては宿泊可能人員，学校にあっては生徒等及び教職員の数とする。）を乗じて算出する方法。

(2) その他の単位(( )内)当たり標準採取量に( )内の単位の数を乗じて算出する方法。 

２ 上記の建物に当てはまらない場合は，次の方法で求める。 

(1) １日当たりの冷房用途に係る標準採取量は， 0.7 に延べ床面積（駐車場部分を除く。）（m2）

を乗じて算出する。 

(2) １日当たりのトイレ用途に係る標準採取量は，日本工業規格 A 3302 により建物別に処理

対象人員を算定し，算定人員に 25 を乗じて算出する。 

１年間当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量は，各用途の１日あたりの地下水

標準採取量に年間使用日数を乗じて算出します。 

(1)  冷房用途及びトイレ用途に係る標準採取量（Ａ11×Ａ21，Ａ13×Ａ23） 

冷房用途及びトイレ用途に係る１日当たりの標準採取量は，付表１より算出します。 

表１より該当する建物の種類に応じた１m2当たりの標準採取量を求めて，その値に延べ床面積

（駐車場部分除く。）（m2）を乗じて算出します。 

面積により算出することが難しい場合には，１人当たりやその他の単位(( )内)当たりの標準

採取量を使用して算出してください。 

１人当たりの標準採取量を使用する場合には，建物の種類に応じた標準採取量に従業員等の人

員を乗じて算出してください。従業員等の人数には客数は含みません。建物に常時勤務する人の

人数を用いてください。ただし，ホテル・旅館の場合は従業員数ではなく宿泊可能人員を，学校

の場合は，生徒（園児，児童，学生）と教職員の数を乗じて算出してください。 

その他の単位(( )内)当たりの標準採取量を使用する場合には，標準採取量に( )内の単位の数

（映画館・劇場の場合は席数，病院はベッド数，集合住宅等は戸数）を乗じて算出してください。 

表内の建物の種類に当てはまらない場合は，付表の注２を利用して算出してください。 

以上によって算出された１日あたりの地下水標準採取量に冷房の場合は１年間の冷房の使用

日数，トイレの場合は１年間に施設を使用する（定休日等を除いた）日数を乗じて，１年間の冷

房用途及びトイレ用途に利用する地下水標準採取量を算出します。 

建物の種類が複数あり，床面積（従業員数，その他）をそれぞれの区分に分けることができる

場合は，それぞれの種類別に水量を算出します。床面積（従業員数，その他）をそれぞれの区分

に分けることができない場合には，建物の主な種類で算出してください。 

例)事務所部分の床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2，年間使用日数が 90 日の

場合の冷房用途の地下水標準採取量 

表１より事務所，量販店の１m2 当たりの冷房用途の１日の地下水標準採取量は，両建物用

途とも 0.5 であるので， 

０．５    ×（１０，０００＋５，０００）×９０＝６７５，０００（ ） 

単位面積あたり１日地下水標準採取量    事務所部分面積    量販店部分面積   年間使用日数 
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例)事務所部分の床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2，年間使用日数が 300

日の場合のトイレ用途の地下水標準採取量 

表１より１m2当たりのトイレ用途の１日の地下水標準採取量は，事務所で 1.3 ，店舗（量

販店）で 4.5 となるので， 

（１．３×１０，０００＋４．５×５，０００）×３００＝１０，６５０，０００（ℓ） 

事務所部分の１日地下水標準採取量  量販店部分の１日地下水標準採取量  年間使用日数 

 

(2)  暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量（Ａ12×Ａ22） 

暖房設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量は，使用機器に規定されている

補給水量を参考に，暖房方式，運転時間等を考慮して１日あたりの地下水標準採取量を算出しま

す。それに１年間の暖房の使用日数を乗じます。 

 

(3)  自動車車庫に設けられた洗車設備の用に供する用途に利用する地下水に係る標準採取量 

（Ａ14×Ａ24） 

洗車水量は自動車車庫に設けられた洗浄設備について対象となります。屋外の洗浄設備は対象

となりません。 

１台あたり 130.0 とし，１日に洗車を行う車の台数を乗じて１日あたりの地下水標準採取量を

算出します。算出された値に１年間のうちで洗車を行う日数を乗じて１年間の標準採取量を算出

します。 

 

各用途の１年間当たりの地下水に係る標準採取量を合計し，単位を合わせ（ を m3に変換），１年間

当たりの建築物用用途に利用する地下水に係る標準採取量を算出します。 

例)換算蒸発量が 1,000kg/h の蒸気ボイラーで稼働率が 40%，１日の使用時間 10 時間，補給水量

が蒸発量の２％見込まれる場合で，年間暖房使用日数が 150 日の場合。 

１，０００×０．４×１０×０．０２×１５０＝１２，０００（ ） 

１日当たりの補給水量            年間使用日数 

 

例)20,000 の水を循環させている温水ボイラーで１日の補給水量が循環水量の 0.1%で年間暖房

使用日数が 150 日の場合。 

２０，０００×０．００１×１５０＝３，０００（ ） 

１日当たりの補給水量       年間使用日数 

例)10 台の車をそれぞれ年間 150 日洗車する場合の地下水標準採取量 

１３０．０×１０×１５０＝１９５，０００（ ） 

洗車用途の１日地下水標準採取量 年間使用日数 
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２ １年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量 

（２）１年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量（Ｂ（m3））は，次の

算式により求めるものとする。 

 

Ｂ＝（Ｂ1－Ｂ2）×Ｂ3×0.5／1,000 

 

この式において，Ｂ1，Ｂ2 及びＢ3 は，それぞれ次の値を表すものとし，Ｂ1 は付表２により

算出する。 

なお，Ｂが負の値になった場合には，Ｂ＝０とする。 

Ｂ1   １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量（ ） 

Ｂ2   １日当たりの付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る

採取量（ ） 

Ｂ3   １年間に建築物用用途以外の用途に水を使用する日数（日） 

 

付表２ １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量      （単位： ） 

建物の種類 1m2当たり 1 人当たり その他の単位(( )内)当た

事務所・庁舎 4.4   85.2   

百貨店・量販店 12.1  330.0   

駅ビル・地下街 24.8  495.0   

ホテル・旅館 16.7  816.5    

映画館 2.9   7.6 （席） 

劇場 5.9   33.2 （席） 

保育所・幼稚園・小学校 3.4  16.6   

中学校 2.8  13.8   

高等学校以上 1.5  21.8   

病院 14.1  660.0  660.0 （床） 

集合住宅   657.7 （戸）

単身者用集合住宅・独身寮   271.4 （戸）

注 １日当たりの建築物用用途以外の用途に利用する標準使用水量は，上記の建物の種類に応じた

１m2当たりの標準使用水量に延べ床面積（駐車場部分除く。）（m2）を乗じて算出する。ただし，こ

れにより難い場合は，次の方法により算出する。 

１ １人当たり標準使用水量に従業員等の人員（客数は含まないものとし，ホテル・旅館にあっ

ては宿泊可能人員，学校にあっては生徒等及び教職員の数とする。）を乗じて算出する方法。 

２ その他の単位(( )内)当たり標準使用水量に( )内の単位の数を乗じて算出する方法。 

 

建築物用用途以外の用途で地下水を節水している（節水器具を設置している，水の使用量を減量し

ている，水の使用に当たって地下水以外の水源を使用している等）場合，その節水量の半分を基準水

量に加えることができます。 
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(1)  建築物用用途以外の用途に利用する１日当たりの標準使用水量（Ｂ1） 

建築物用用途以外の用途に利用する１日当たりの標準使用水量を付表２により算出します。こ

の標準使用水量には，原材料用や工業用等，特殊なものは含まれていません。 

付表２より該当する建物の種類に応じた１m2当たりの標準使用水量を求めて，その値に延べ床

面積（駐車場部分除く）（m2）を乗じて算出します。 

面積により算出することが難しい場合には，１人当たりやその他の単位(( )内)当たりの標準

使用水量を使用して算出してください。この場合の人員等の考え方は，建築物用用途の標準採取

量を算出するときと同じです。 

 

(2)  付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外に利用する地下水に係る１日当たりの採取量

（Ｂ2） 

付表２に掲げる建物に係る建築物用用途以外に利用する地下水に係る１日当たりの採取量は，

様式２２の別紙２に記入したその他用途の平均使用水量を用いてください。ただし，原材料用や

工業用等，特殊なものは除きます。 

このとき，別紙２に記入している単位（m3）と算出式に示されている単位（ ）が違うことに注

意してください。 

 

Ｂ1 からＢ2 を減じたものに建物が稼働している（定休日等を除いた）年間使用日数（Ｂ3）を乗じ，

さらに 0.5 を乗じ（実際の節水量の半分を建築物用用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量と

見なす），単位を合わせ（ を m3 に変換），１年間当たりの建築物用用途以外の用途に利用する地下水

に係る節水量を算出します。 

Ｂ1からＢ2を減じた時に負の値（ゼロ未満）になったときは，Ｂ＝０（建築物用用途以外の用途に

利用する地下水に係る節水量は無し）とします。 

例) 事務所で床面積が 10,000 m2，量販店部分の床面積が 5,000 m2の場合の１日あたりの建築物用

用途以外の用途の１日の標準使用水量 

表２より１m2 当たりの建築物用用途以外の用途の１日の標準使用水量は，事務所で 4.4 ，

店舗（量販店）で 12.1 であるので， 

４．４×１０，０００ ＋ １２．１×５，０００ ＝ １０４，５００（ ） 
事務所部分の１日建築物用以外標準使用水量  量販店部分の１日建築物用以外標準使用水量   

例）建築物用用途以外の用途の内，地下水使用量が，雑用水用途に１日当たり 3m3使用し，それ以

外（飲料水，洗浄水等）は，水道水を使用する場合。 

３（m3）×１，０００＝３，０００（ ） 

例) 事務所で床面積が 15,000 m2，量販店部分の床面積が 10,000 m2，建築物用用途以外の地下水

使用量が雑用水用途に１日あたり 3m3，年間使用日数が 300 日の場合の１年間当たりの建築物用

用途以外の用途に利用する地下水に係る節水量 

上記(1),(2)の例より 

Ｂ1＝１０４，５００（ ），Ｂ2＝３，０００（ ） 

Ｂ＝（１０４，５００－３，０００）×３００×０．５／１，０００＝１５，２２５（m3） 
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３ １年間当たりの地下水かん養水量 

（３）１年間当たりの地下水かん養水量（Ｃ（m3））は，次の算式により求めるものとする。 

 

 Ｃ＝Ｃ1＋Ｃ2＋Ｃ3 

 

この式において，Ｃ1，Ｃ2 及びＣ3 は，それぞれ次の値を表すものとし，Ｃ1 は付表３により算

出する。 

Ｃ1 １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（m3） 

Ｃ2 １年間当たりの還元井戸による地下水のかん養水量（m3） 

水量測定器で計量された１年間の還元水量から，オーバーフローによる放流水量を減じて，2

１年間の地下水のかん養水量を算出する。 

Ｃ3 １年間当たりの緑地による地下水のかん養水量（m3） 

0.54m3に緑地面積（m2）を乗じて，１年間の地下水のかん養水量を算出する。 

 

 

付表３ １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量 

 

１年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（Ｃ1（m3））は，次の算式に

より求めるものとする。ただし，複数の浸透ます及び浸透性排水管がそれぞれ異なる区域の雨水を

集める場合には，Ｃ1はそれぞれの区域について求めた値の合計とする。 

Ｃ1＝Ｑ1×Ｓ 

この式において，Ｑ1及びＳは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｑ1 １㎡当たりの地下水のかん養水量（m3） 

１㎡当たりの地下水かん養水量（Ｑ1）は，次の表により求める。 

日降雨対応浸透能力（Ｑ2） １m2当たりの地下水のかん養水量（Ｑ1） 

10 ㎜／日未満 な し 

10 ㎜／日以上 30 ㎜／日未満 0.5m3 

30 ㎜／日以上 0.9m3 

Ｓ 雨水を集めることのできる区域の面積（m2） 

 

 

（１）浸透ます及び浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2（㎜／日））は，次の算式により求め

るものとする。 

Ｑ2＝（Ｑ3／Ｓ）×3,600×24×1,000 

 

この式において，Ｑ3及びＳは，それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｑ3 浸透ます又は浸透性排水管の設計浸透量（m3／s） 

Ｓ 雨水を集めることのできる区域の面積（m2） 

 

 

（２）浸透ます及び浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ3（m3／s））は，次の算式により求めるものとす

る。ただし，複数の浸透ます及び浸透性排水管が同一の区域の雨水を集める場合は，Ｑ3はその

合計とする。 

ア 浸 透 ま す  

Ｑ3＝0.01×ｋ｛Ｗ×Ｌ＋2Ｈ（Ｗ＋Ｌ）＋πＨ2｝×0.4 
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イ 浸透性排水管  

Ｑ3＝0.01×ｋ（Ｗ＋2Ｈ）×Ｌ×0.9 

この式において，ｋ，Ｗ，Ｌ及びＨは，それぞれ次の値を表すものとする。 

ｋ  透水係数（㎝／s） 

透水係数は次の表による。 

土   質 透 水 係 数 

泥炭，粘土 0.0002 

シルト 0.0007 

火山灰 0.002 

砂 0.005 

礫 0.01 

Ｗ  浸透ます又は浸透性排水管の幅（m） 

Ｌ 浸透ます又は浸透性排水管の長さ（m） 

Ｈ 浸透ます又は浸透性排水管の高さ（ｍ） 

π 円周率 

 

 

 地下水のかん養に係る施設がある場合，かん養量を基準水量に加えることができます。 

地下水かん養水量は，浸透ます，浸透性排水管（浸透トレンチ），還元井戸，緑地によって見込まれ

る１年間のかん養水量を算出します。 

 地下水のかん養に係る施設がある場合には，条例１０９条第２項及び規則第５３条第３項より，当

該施設の図面を添付しなければなりません。 

 

(1)  １年間当たりの浸透ます及び浸透性排水管による地下水のかん養水量（Ｃ1） 

  浸透ます及び浸透性排水管（浸透トレンチ）による地下水のかん養水量は，浸透ます及び浸透

性排水管の浸透能力によって求められた１㎡当たりの地下水かん養量（Ｑ１）に浸透ます又は浸

透性排水管の雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）を乗じて算出します。ただし，

浸透ます及び浸透性排水管のそれぞれが異なる区域の雨水を集める場合には，Ｃ1はそれぞれの区

域について求めた値の合計とします。 

  １㎡当たりの地下水かん養量(Ｑ１)は，浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力(Ｑ２)

に応じて求められ，Ｑ２は，浸透ます又は浸透性排水管の設計浸透量(Ｑ３)より算出されます。 

ア 浸透ます及び浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ３） 

Ｑ３は，その浸透施設（浸透ます又は浸透性排水管）が

浸透することのできる水量を表します。幅(Ｗ)，長さ(Ｌ)，

高さ(Ｈ)とは，それぞれ右の図で表す部分を指します。オ

ーバーフロー管がある場合，高さは有効高さ（オーバーフ

ロー管の底までの高さ）にしてください。透水係数（ｋ）

は，土質によって決まる係数で，表より決定してください。

式の最後に乗じている数字は，目詰まりの影響係数です。

複数の浸透ます又は浸透性排水管が同一の区域の雨水を

集める場合は，Ｑ３はその合計とします。 

浸透ます 

浸透性排水管 



 
41

 イ 浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2） 

Ｑ2は，その浸透施設が，集水域に１日何 mm の雨が降ったときまで浸透可能かを表していま

す。浸透ます又は浸透性排水管の設計浸透量（Ｑ３）を集水面積（Ｓ）で除し，単位をあわせ

るため（m/s を mm/日に変換）各数字を乗じてください。 

ウ １㎡当たりの地下水かん養量（Ｑ１） 

    Ｑ１は，浸透ます又は浸透性排水管の日降雨対応浸透能力（Ｑ2）の値により，表から対応す

る値を求めてください。 

  添付する図面には，浸透施設の概要（寸法，配置），雨水を集めることのできる区域の面積（集

水面積）等，算出根拠が分かるものを添付してください。 

 

 (2)  １年間当たりの還元井戸による地下水のかん養水量（Ｃ２） 

   還元井戸をすでに設置してある建物では実績の値とし，水量測定器で計量された年間の還元水

量から，オーバーフローによる放流水量を減じて，１年間の地下水かん養水量を算出してくださ

い。 

還元井戸を新設する建物については，１年間の予想還元水量を算出してください。 

添付する図面には，様式２２の別紙１の揚水施設の概要の記載事項に合わせた，還元井戸の概

要が分かるものを添付してください。 

なお，還元水量及びオーバーフロー水量が不明なものは，かん養水量とできませんので，水量

測定器等によって測定してください。 

例) 雨水を集めることのできる区域の面積（集水面積）が 1,700 m2，土質が火山灰質の土地に幅

(Ｗ)＝長さ(Ｌ)＝0.8ｍ，高さ(Ｈ)＝0.7ｍの浸透ますが３個，幅(Ｗ)＝高さ(Ｈ)＝0.6ｍ，

長さ(Ｌ)＝40ｍの浸透トレンチで接続されている場合。 

浸透ます３個分の設計浸透量は 

Ｑ31 ＝0.01×0.002×｛0.8×0.8＋2×0.7×(0.8＋0.8)＋π×(0.7)2｝×0.4×3 

      透水係数    幅   長さ     高さ   幅   長さ       高さ        個数 

 ＝0.0001（m3／s） 

浸透トレンチ分の設計浸透量は 

Ｑ32＝0.01×0.002×（0.6＋2×0.6）×40×0.9＝0.0013（m3／s） 

      透水係数    幅     高さ    長さ 

合計の設計浸透量 

 Ｑ3＝0.0001＋0.0013＝0.0014（m3／s） 

   Ｑ31
      Ｑ32

    

日降雨対応浸透能力は 

Ｑ2＝（0.0014／1,700）×3,600×24×1,000＝71（㎜／日） 

    Ｑ3
     集水面積    

Ｑ2＞30 ㎜／日よりＱ1＝0.9m3 

よって浸透ます及び浸透性排水管の１年間のかん養水量は 

Ｃ1＝0.9×1,700＝1,530（m3） 

         Ｑ1
   集水面積    
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 (3)  １年間当たりの緑地による地下水のかん養水量（Ｃ３） 

 緑地（アスファルト等で舗装されていない雨水が浸透しやすい土地）のかん養水量は，緑地に

おける１m2当たりの１年間地下水かん養水量 0.54m3に緑地面積（m2）を乗じて，１年間の地下水

かん養水量を算出してください。 

  添付する図面には，緑地面積が分かる平面図，施設概要等，算出根拠が分かるものを添付してく

ださい。 

 

 

４ 建築物用用途の再利用水量 

(4) 建築物用用途の再利用水量(Ｅ)は，建築物用に再利用水（雨水含む）を使用する場合の年間の

使用水量とする。 

 トイレ用水に使用後の冷房用水を使うなど建築物用用途に再利用水を利用する場合は，その年間の

使用水量を算出します。 

  

例）緑地面積が 640m2ある場合。 

６４０ × ０．５４ ＝ ３４６（m3） 

緑地面積    １㎡当たりかん養水量 


